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EUタクソノミーにおける廃棄物からのエネルギー回収に関する意見書 

廃棄物処理における脱炭素、循環型経済、生物多様性について 

 

日本環境衛生センター（以下、JESCという）は、昨年来、廃棄物処理と循環型社会

について、学者、実務家、企業者とこの分野の専門家の方を交えて検討を行っていま

す。2022 年 3 月には「脱炭素、EU タクソノミーへ向けた廃棄物処理のあり方研究」

を開始しています。 

この研究会において、持続可能な経済活動を分類する「EUタクソノミー」に関連し

て、WtE（Waste-to-Energy：廃棄物からのエネルギー回収）を中心とした我が国の今

後の廃棄物処理のあり方について議論を重ねました。 

研究会は学識経験者のほか地方自治体や民間事業者など 8名で構成され、環境省の

専門家から関連する話題について講演いただき、また、オンラインによる約 200名の

傍聴も得て開催されました。 

 以下に、”意見”として、本研究会での意見や専門家からのコメントを整理して示

しますので EUにおいての検討に是非活用ください。WtEの発展に向けて、貴連合と議

論を継続しながら協働して進んでいくことを願っています。 

  



 

意見： 

【結論】 

➢ Dr. Ella Stengler の WtEに関する意見に全面的に賛同する。 

[ “Waste-to-Energy：the missing piece of the taxonomy puzzle”, The 

Energy Industry Times－ January 2022 ] 

➢ WtEは、EUタクソノミーのうちの汚染の防止と管理を満足する。その他の環

境目標についても貢献することができる。気候変動の緩和、気候変動への適

応（脱炭素の推進）、循環経済の形成、衛生水準の維持向上及び生物多様性

の保全に向けたアプローチとして大きな役割を果たす。 

➢ 拡張タクソノミーにおける WtEの位置づけについて、グリーン（持続可能な

経済活動）であるための条件について合理的な判断を期待する。 

  



【WtEの評価】 

１） 脱炭素： エネルギー供給と気候変動対策 

・ 日本では、2050 年 CN達成に向けて、廃棄物分野において主に次の脱炭素戦略

を進める方針である。； 

①3R を推進し、リサイクルできない可燃性廃棄物については WtE 施設の大型

化による高効率熱回収 

②CCU/CCUS導入 

③厨芥類についてはメタン発酵化の促進 

④プラスチック資源循環の促進 

・ 都市ごみの半分以上を占める生物由来のごみから生産されるエネルギーは、再

生可能エネルギーとして位置付けられる。 

・ 加えて、太陽光発電など変動の大きな他の再生可能エネルギーとは異なり、WtE

は信頼性の高い安定的なベースロード・エネルギーである。 

・ WtEによる余熱利用（蒸気、電気、温水などのエネルギー供給）は、化石燃料

の代替となるため、気候変動対策に寄与している。 

２） 循環経済： 資源循環とリサイクル残渣 

・ 日本では、分別収集や各種リサイクル（容器包装プラスチック、びん/缶/PET

ボトル、紙類など）が着実に進展している。 

・ 2022 年 4 月からプラスチック資源循環促進法が施行され、容器包装プラスチ

ックだけでなく製品プラスチックの資源化に向けた取組みも始まっている。 

・ 廃棄物の処理優先順位に則ってリサイクルが発展しても、処理後の残渣やリサ

イクル不適物は必ず発生し、それらを無視することはできない。リサイクル残

渣の処理のガイドラインが EUで策定されることを期待する。 

・ リサイクルできない廃棄物の処理を WtE で確実に行うことが重要であり、特

に段階的な移行期（リサイクル率が低い段階）では、その重要性が高い。 

３） 生物多様性および衛生処理からのアプローチ： 最終処分量の削減 

・ 日本は最終処分場の適地が少なく、最終処分場確保の問題に長く悩まされてき

た。WtEは、直接埋立てに比べ大幅な減容化が可能となり、直接埋立てが減少

することによってメタンの発生が抑制される。WtEの推進により、最終処分場

の建設が抑制され、結果的に生物多様性への悪影響が最小限にとどめられてき

た。 

・ 日本では 1900 年に汚物掃除法が制定されて以来、伝染病対策として焼却処理

が発展してきた伝統があり、その成果は世界に誇れるものである。現在におい

ても、WtEは感染性廃棄物の衛生処理に極めて有効である。 

・ 現在の WtEは排ガス処理が適切に行われ、WtEにより有機性のごみが無機化さ

れ安定化するので、汚染の防止に寄与する。 

・ 日本の永年にわたるこのような取組と 2050 年に向けた CN 計画は、タクソノ

ミーに示された 6つの環境目的を著しく阻害しない活動（DNSH）であると言え




